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令和７年度定時総会記念講演会（地域連携講演会）概要録 

 

■日 時 令和７年６月３０日（月）午前１０時４５分～１２時 

■会 場 前橋商工会議所会館 

■テーマ 今後の都市間連携の在り方について～地域公共交通を中心として～ 

■講 師 前橋工科大学 特任教授／福島大学 経済経営学類 教授・学長補佐 

 吉 田 樹 氏 

（講師略歴） 

・千葉県松戸市生まれ。 

・東京都立大学大学院都市科学研究科博士課程修了。博士（都市科学） 

・首都大学東京都市環境学部リサーチ・アシスタント、助教、 

福島大うつくしまふくしま未来支援センター特任准教授、 

経済経営学類准教授を経て 2024 年より現職 

・2023 年度よりクロスアポイントメントで前橋工科大にも籍を置く。 

・専門：地域交通政策、地域観光政策、地域経済論 

・前橋市地域公共交通活性化協議会会長、上電・わ鐵リ・デザイン協

議会会長など、東北・関東を中心に各地（札幌市，八戸圏域，仙台市，

武蔵野市，小田原市，沼津市など約 40 地域）の公共交通政策に携わり、

「現場での実践」による理論構築に努める 

・主な著書に『生活支援の地域公共交通』（学芸出版社：第 35 回交通図書賞（第一部：経済・

経営部門）） 

・交通政策審議会地域公共交通部会臨時委員 

 

○講演資料：「今後の都市間連携の在り方について～地域公共交通を中心として～」 

 

○講演要旨（概要） 

 

 皆さま、おはようございます。ただ今ご紹介にあずかりました前橋工科大学の吉田で

ございます。よろしくお願いいたします。 

 今日、皆さまのお時間を少し頂戴いたしまして、「都市間連携のあり方について」と

いう大きなテーマでお話しさせていただきます。私自身は、先ほどご紹介いただいたと

おり、2023年から前橋工科大学に籍を置かせていただいております。それ以前から、前

橋駅からケヤキ並木を通って県庁へ向かう、いわゆる「本町ライン」と名付けた区間に

ついて、複数のバス会社が乗り入れている中で、どのように運行を平準化し、利便性の

向上や効率化を図るかという取組をお手伝いしてきました。そのようなご縁もあって、

ここ５年ほど前橋に通っております。ただ、今回は「都市間連携」という、より広いエ

http://www.risounotoshi.net/new/kouensiryou2025.pdf
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リアを対象としたテーマですので、多少視点がずれている部分もあるかもしれませんが、

その点はあらかじめご容赦いただければと思います。 

 さて、司会の方からもご紹介がありましたとおり、私は地域交通を専門としておりま

す。北は北海道札幌市から、西は静岡県沼津市まで、全国各地で地域公共交通に携わる

仕事をしてまいりました。ちょうど先週の金曜日からは、資料の一番下に記載している

交通政策審議会地域公共交通部会が再始動いたしました。この部会は、私の講演の中で

も後ほど触れる地域交通関連法の改正に向けて、どのような制度設計が必要かを議論す

る場です。最近話題になっている、いわゆる「交通空白」の解消に向けていかに取り組

むか、また、先ほども話題に出ました上毛電鉄のようなローカル鉄道や、乗合バス、タ

クシーに至るまで、人手不足によって需要はあるのに十分なサービスが供給できない状

況に対して、どのような制度的な手当てを行うべきか。こうした点について、まさに今、

議論を深めているところであり、私自身も国の制度設計に関わっております。 

 先ほど総会の終盤に、会場後方から皆さまのお話を少し伺っておりましたが、公共交

通は全国的に共通した課題である、というご指摘がありました。確かに現在、群馬県、

そして前橋市においても、GunMaaSという形で新たなモビリティサービスへのチャレン

ジが進められています。こうした新しい仕組みを積極的に取り入れていくことは非常に

重要です。一方で、新しいものが、直ちに目の前の交通課題や都市が抱える問題をすべ

て解決してくれるとは限りません。変えてはいけないものはしっかりと守りながら、そ

の上で新しいものを受け止めていく姿勢が必要です。資料に「不易流行」と記してあり

ますが、まさにその姿勢が、この分野では強く求められていると感じています。 

 例えばよく耳にするのは、「公共交通は運転ができない人、特に高齢者や高校生のた

めに必要だ」といった言い方です。確かに群馬も、私が勤務している福島も、いずれも

自動車分担率、つまり車の利用割合が高い地域です。車であれば、いつでもどこへでも

出かけることができますし、そもそも多くの目的地や居住地が、自家用車を持っている

ことを前提に土地利用が行われてきました。日本の地方都市は、そうした前提のもとで

変化を重ねてきたと言ってよいと思います。 

 一方で、私は現在、福島大学で学長補佐も務めており、学生の就職状況なども把握し

なければならない立場にあります。本日も新幹線の中で関連資料を整理しておりました

が、10 年前と比べて状況が大きく変わってきていることを実感しています。 

 何が変わったのかと言いますと、10 年ほど前までは、福島大学に入学してくる主に

女子学生の多くが、「卒業後も福島で暮らしたい」「親と一緒に生活を続けたい」と考え、

地元の大手企業や、県庁をはじめとする行政機関へ就職するケースが一般的でした。し

かし、最近では、同じように優秀な学生であっても、むしろ東京圏での就職を希望する

割合が大きく増えています。 

 その理由を紐解いてみると、彼女たちは高校時代や中学時代、場合によっては大学時

代も含めて、家族による送り迎えを受けながら育ってきたという共通の経験があります。
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そうした学生が、自分自身が福島で暮らし、子育てをする将来のライフステージを想像

したときに、「今度は自分が、あの時のお母さんのように、毎日家族の送り迎えを担わ

なければならないのではないか」と考えるのだそうです。すると、「そのような生活を

続けながら、自分のワークとライフのバランスを福島で保つことができるのだろうか」

と、不安を抱くようになります。 

 さらに現在は、人手不足の影響もあり、関東圏での就職先が比較的見つかりやすい状

況にあります。そのため、利便性の高い関東に住もうという選択を取りやすくなり、東

京近郊への流出が加速しているのが実情です。近くには仙台という中枢都市もあります

が、必ずしも十分な「ダム」の役割を果たせておらず、若い世代の流出を食い止めきれ

ていない現状があります。そう考えると、若者にこの街に住み続けてもらうための戦略

として、公共交通のあり方を根本から見直すことが必要になっていると言えるでしょう。 

 一方で、先ほど触れた MaaS をはじめとして、国内外には先行事例が数多く存在しま

す。ただし、それらの「成功例」の外形だけを真似しても、それぞれの地域が抱える固

有の課題がすぐに解決されるとは限りません。見た目だけをなぞって「何か新しいこと

をやった気」になってしまい、その結果、本当に取り組むべき問題の解決が先送りされ、

むしろ状況が深刻化してしまう例を、私自身も全国各地で見てきました。 

 また、大手企業や大学と連携すれば課題が解決するのではないか、といった期待もよ

く耳にします。私自身も大学に所属する立場ですので、自戒を込めて申し上げますが、

新しいことにチャレンジすること自体はとても大切ですし、そこには一定の失敗もつき

ものです。しかし、実証実験を「一度やってみて終わり」にしてしまい、その後の展開

を考えないまま立ち止まってしまうケースが全国に数多くあります。私たちはこの地域

にこれからも住み続けるわけですから、「続けられる取組」にするためには何が必要か、

という視点を持って考えることが重要です。 

 一方で、運転士が足りないという問題も深刻です。足りないのは運転士だけではあり

ません。車両の整備を担う人、営業や企画を担当する人など、この交通・運輸分野全体

で人材不足が続いています。そこで、「自動運転」や「自家用車を活用したライドシェ

アで解決できるのではないか」という議論が出てきます。前橋でも自動運転の実証が行

われていますが、実際に展開できているのは、現時点ではごく限定されたエリアにとど

まっています。中心市街地の道路空間は大

きく変わろうとしていますが、それ以外の

エリアにまで、自動運転技術を本格的に導

入できる状況には、残念ながらまだありま

せん。ましてや、今お一人お一人が１台ずつ

所有している自家用車を、すべて自動運転

車に置き換えるということは、はるか先の

話です。 
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 現在の日本で利用可能な要素技術を組み合わせ、皆さんが普段お使いの自家用車をす

べて自動運転車に置き換えようとすると、１台あたり概ね 3,000万円程度かかると言わ

れることがあります。家が一軒建つような金額です。そうなると、「一人一台の車を持

つ」という文化そのものを、これからも続けていけるのかどうかが問われます。もし続

けられないとすれば、車社会を前提とした都市は生き残れない、という厳しい現実に直

面します。では、私たちはどうすればよいのか。そもそも、どのような課題があるのか。

残されたお時間の中で、そうした点を皆さまと一緒に考えていければと思います。 

 私が各地で講演する中で近年強く感じているのは、公共交通の再設計、すなわち編み

直しを単なる交通政策ではなく、地域戦略・都市戦略としてより上位に位置づける必要

があるという点です。 

 こちらは総務省の家計調査の結果です。私自身も２年前に調査世帯となりましたが、

１日に使った金額をすべて記録しなければならず、非常に手間がかかる調査です。その

データを都市規模別に整理したものが、この図表になります。政令市から人口５万人未

満の市町村まで分類されています。前橋市や高崎市は上から２番目のカテゴリーに該当

し、玉村町などは人口５万人未満の区分になります。これをみると、交通分野の年間家

計支出は、政令市で約 22 万 6,000 円、小規模自治体では約 28 万 6,000 円となってお

り、政令市や 23 区に住むだけで年間６万円程度の節約が可能であるという構図が見て

とれます。 

もちろん、政令市や 23 区に住む場合は公共交通の運賃支出は多くなりますが、その

一方で自動車の維持・利用にかかる費用が低く抑えられています。自動車依存度の高い

都市では、家族の送り迎えなどに多くの時間を取られるため、家計だけでなく生活時間

においても余裕が生まれにくく、地方創生を進める上での大きな障害となっています。 

 ただし、これはあくまで平均値です。同じカテゴリーの都市が必ず同じ支出構造にな

るわけではなく、都市ごとにばらつきがあります。そのばらつきを県庁所在地間で比較

したグラフがこちらであり、細かいため拡大して説明します。 

 この図は交通分野における家計支出（自動車の維持費と公共交通運賃）を比較したも

のです。前橋市は全国の県庁所在地の中でも上位に位置しています。高崎市のデータは

家計調査の対象外ですが、おそらく類似の傾向があると思われます。比較対象となる北

関東の県庁所在地（宇都宮市・水戸市）は黄色で示されていますが、前橋市の交通に関

する支出はこれらの都市よりも高い状況です。一方で、前橋市は物価が比較的安い地域

であり、私自身も仙台と比べて食料品などが１割程度安いと感じています。それにもか

かわらず交通分野の負担が大きいという点は、都市としての競争力を考える際に大きな

課題となります。 

 自動車への依存度が高い都市では、人口の社会減、すなわち転出超過が生じやすい傾

向があります。横軸は国勢調査による通勤時の自動車分担率、縦軸は人口の社会増減率

を示しています。2020 年の１年間でも、自動車依存度が高いほど社会減に陥る傾向が
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みられます。ただし、群馬県の主要都市（前橋・高崎・伊勢崎・太田）は、自動車依存

度が高いにもかかわらず社会増となっています。これは産業構造の強さや外国人労働者

の受け入れが影響していると考えられますが、長期的には社会減へ転じるリスクも否定

できません。 

 また、車の維持費は過去 20年で約 46％増加しており、家計に占める負担が非常に大

きくなっています。一方、通信費も 1.5倍に増加していますが、スマートフォンや家庭

内 Wi-Fiなど利便性向上に伴うものです。自動車については移動の基本機能が変わらな

いにもかかわらず、生活必需品である点からして負担増は大きな問題です。一方、車の

維持費が重くなれば公共交通を利用したいというニーズが高まるはずですが、公共交通

運賃の家計支出は 25 年前と比べて２割減少しています。コロナ禍で急減したこともあ

りますが、もともと減少傾向にあり、その結果、公共交通事業者の収入が不足しサービ

ス維持が難しくなっています。 

 一人一台の車を保有することが誰でもできるとは限らない時代が見えつつあるのに、

公共交通は、民間のバス事業者、あるいは鉄道事業者に委ねつづけてきました。このま

までは、自家用車を持てなくなる人が増えても、それを補う公共交通のサービスが存在

しない、という状況に陥る可能性があります。 

 国交省の調査によれば、東京圏へ移住した理由として、男性は「希望する職種がない」

「待遇の良い仕事がない」など仕事に直結する項目が多く挙げられています。一方で女

性は、「日常生活が不便」「公共交通が不便」といった項目が男性よりも高く、生活利便

性が移住要因に強く影響していることが分かります。この点は、先ほど述べた福島大学

の女子学生の事例とも共通しており、自家用車依存が高い地域ほど、若い世代が将来の

生活像を描きにくくなるという構造が見て取れます。 

 少し話が変わります。私自身、ここ５年ほど前橋に通う中で、夕方の渋滞に何度も遭

遇してきました。特に高崎方面から前橋市中心部へ向かう道路では、利根川付近から新

前橋駅付近まで断続的な渋滞が発生しています。ある日、会議のため午後に前橋へ移動

した際、バスで高崎から本町まで向かう予定でしたが、時刻表上は 40 分のところ、実

際には 73 分かかりました。その際に Google マップで検索すると、車で 32 分、バスで

26 分と表示され、時刻表とは逆転していまし

た。通常はバスの所要時間のほうが長く表示

されるものですが、このときは車のほうが実

際の道路混雑によって遅くなっていました。

つまり常に「車のほうが速い」というわけでは

ないのです。 

 都道府県別比較調査では、群馬県の渋滞に

よる年間一人当たり損失時間は全国ワースト

３で、約 50時間に達します。これは年間のう
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ち約２日間を渋滞の中で過ごしている計算になります。この渋滞を半分の 25 時間に減

らすことができれば、年間１日分の余剰時間が生まれることになります。生産性向上や

余暇時間の確保という観点から見ても、非常に大きな価値があります。ところが北関東

３県（群馬・栃木・茨城）は総じて渋滞負担が高く、首都圏に比べて生活時間の浪費が

大きい傾向にあります。にもかかわらず、渋滞削減に向けた抜本策は十分とは言えませ

ん。 

 近年注目されている MaaS やオンデマンド交通、ライドシェアは、移動手段の選択肢

を増やす点では重要ですが、車両台数自体を減らす効果は限定的です。台数を減らさな

い限り、渋滞という構造的問題は解決しません。群馬も栃木も茨城も北関東の都市圏は

渋滞の問題が大きい状況にあります。個別最適化されたサービスを増やすだけでは車の

台数は減らず、渋滞解消にはつながりません。したがって、より広い視点で交通政策を

再設計する必要があります。 

 こうしたなかで、「道路をさらに整備すれば渋滞は解消するのではないか」という議

論があります。しかし近年の国際的な研究では、道路整備には「短期的には混雑を緩和

するが、中期的にはむしろ悪化させる」という傾向があることが示されています。主要

道路整備量を人口と可住地面積で割った指標を横軸、国勢調査（2020年）から得た自家

用車分担率を縦軸にとった分析を行ってみましたが、道路整備量が多いほど車の利用が

促進されるという関係が確認されました。つまり、道路を整備するほど車の利用が高ま

り、結果として渋滞が再び深刻化する可能性があります。前橋市は全国的に見ても道路

整備水準が比較的高い位置にありますが、それが自動車分担率の高さを支える構造にな

っているとも言えます。 

 さらに近年、国の道路行政においても新たな問題意識が生まれつつあります。人口減

少に伴い交通量が減っているにもかかわらず、旅行速度が低下し、渋滞が悪化している

という現象が確認されているのです。本来であれば交通量が減れば流れが良くなり、渋

滞は緩和されるはずですが、現実は逆になっています。 

 これは、運転行動の変化や高齢化による反応時間の延長などが影響していると考えら

れています。安全運転のために加速・減速がゆっくりとなり、交通流全体のスピードが

落ちている可能性があるのです。この傾向は今後も続くと見られ、道路整備だけでは渋

滞問題を解決できないという現実を示しています。 

 したがって、公共交通を見直すことは、自動車利用者の利便性向上という観点からも

非常に重要です。道路を増やすだけでは限界があり、交通手段の選択肢を整えることで

都市全体の効率を高めていく必要があります。 

 国が進める公共交通の「リ・デザイン」は、単に路線や本数を見直すだけでなく、都

市や地域、そして住民一人ひとりのウェルビーイングを高めることを目的としています。

脱炭素化や移動困難者支援、地域再生など、さまざまな課題に同時に対応していくため

の重要な取り組みです。 
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 しかし現状では、「車を手放す＝移動困難になる」という状況に陥りやすく、また公

共交通を支える事業者は人手不足で疲弊しつつあります。このギャップをどう埋めるか

が政策上の大きな課題となっています。 

 では、なぜ車以外の交通手段が市民に選ばれにくいのでしょうか。最大の理由は、公

共交通の“基本要素”が十分に満たされていないためです。ここで言う基本要素とは、

分かりやすいルート設定、利用しやすいダイヤ編成、適正な価格（運賃）設定の３点で

す。公共交通を便利だと感じてもらうためには、まず“迷わず利用できる”ことが重要

です。しかし現状では、バス停で路線が分かりにくかったり、スマートフォン検索で表

示されない路線があったりと、利用前の段階で不安を抱かせてしまうケースが多く見ら

れます。若い世代にとって、インターネット検索で出てこないサービスは「存在しない

もの」と認識されがちです。また高齢者にとっても、これまで車に頼って生活してきた

ため公共交通の利用経験が少なく、いざ利用しようとすると手順が分からず困ってしま

うことがあります。そのため、ひと目で分かる案内表示や利用場面を具体的に想像でき

る情報提供など、安心して使える環境づくりが重要です。公共交通の利便性そのものを

高めるとともに、「こういう場面で便利に使える」という認識を広げていく必要があり

ます。 

 また、日本の公共交通では「誰が責任を負うのか」が不明瞭な点も課題です。現在、

国は量的規制よりも地域の協議会での合意形成を重視する方針に転換していますが、地

域間の事情は大きく異なるため、一律の制度では対応しきれない状況があります。先週

金曜日に開かれた（交通政策審議会）地域公共交通部会には、長野県の阿部知事がオン

ラインで出席され、「もう少し私たちを信頼して任せてほしいと」と仰いました。長野

県は、都市圏人口が 50 万人を超える長野市周辺もあれば、木曽とか南信州のように、

面積は広く、人口密度が薄いところもあります。そのため、同じ長野県であっても、一

つの政策・制度で解決することができない。日本全体であれば，なおさらです。だから、

国がいろいろなルールで縛りすぎることは、もうやるべきではないでしょうという意図

のご発言でした。非常に重要なご指摘だと思います。 

 一方、市区町村は住民に最も近い立場であるため、地域交通の課題を最も細かく把握

しています。他方で、民間のバス、鉄道事業者は経営努力を求められ続け、行政との押

し問答になるケースも少なくありません。このままでは公共交通の衰退に歯止めがかか

らないため、自治体がより主体的に関与する仕組みが求められます。 

 では、市民の皆さんはどのように考えているのでしょうか。必要なときに利用できる

サービスが確保されていないと困るものの、できるだけ安く移動したいというニーズが

あります。しかし、この二つを同時に満たすことは必ずしも容易ではありません。交通

事業者にとっては、運行本数を減らして効率化を図りたいという思いがありますが、市

民にとっては「減便は困る」という意見が根強くあります。ここに大きなギャップが存

在します。このギャップを埋めるためには、地域全体で公共交通の将来像を共有し、ど
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のような体制で持続可能なサービスを維持していくのかを考える必要があります。そこ

で中心的な役割を果たすのが地域公共交通会議です。 

地域公共交通会議は、道路運送法に基づくものであり、自治体、交通事業者、警察、

道路管理者などが参加し、路線再編や運賃改定など重要事項について協議します。計画

策定や実施のための合意形成を行う場として、極めて重要な機能を担っています。 

これまでは、事業者側が市役所に対して運行維持のための補助金を要望し、行政と事

業者の間で調整が行われるという構図が一般的でした。しかし、この方式では「誰のた

めに、どのようなサービスを提供するのか」という視点が曖昧になりがちでした。今後

は、市町村が主体となり、住民のニーズや地域の将来像を踏まえた交通政策を策定する

必要があります。事業者の経営努力と行政の財政負担のバランスを取りつつ、持続可能

なサービスを全体設計していくことが求められます。 

 また、公共交通の議論を進めるうえで大切なのは、住

民の理解と参加です。住民自身が「どのような交通サー

ビスが必要なのか」を考えることはもちろん、そのサー

ビスを維持するにはどの程度の負担が必要なのかとい

う視点も不可欠です。たとえば、運賃収入だけでは運行

を維持できない場合、自治体による財政支援や地域全体

での負担のあり方について議論する必要があります。公

共交通は住民生活の基盤であり、それによる外部性（社

会的な効果）にも目を向ける必要があります。例えば、

公共交通が充実したことで、この街から転出する人が減

った。高齢者が元気になった。さまざまなメリットが見

込まれます。そのため、利用者だけに負担を求めることには限界があるのです。このよ

うな背景から、地域公共交通の協議会は原則として公開されており、透明性を確保し、

住民が議論の内容を把握できるようにすることで、地域一体となった合意形成を進めて

いくことが期待されています。 

 さて、少し話題を変えたいと思います。「人口の減少で、公共交通は厳しくなるだろ

う」とよく言われますが、私自身は、そのこと自体は、あまり問題にならないだろうと

考えています。自家用車の利用が多い地方都市では、人口が減少しても、公共交通を選

ぶ割合が少しだけ高まれば、利用者が増える可能性もあるのです。それよりも問題なの

は、人口密度の減少です。九州地方のある都市を例にとると、DIDに相当するエリアが

2040 年には消滅するという予測があります。都市型のコンビニが出店する目安は、「500

メートル範囲内に大体 3,000人くらいいること」と言われ、概ね DIDに相当します。そ

のため、DIDがなくなるということは、その都市にコンビニが出店しなくなることを意

味します。コンビニだけでなく、近くのスーパーや医院といった身近な生活サービスの

維持も厳しくなります。車の利用を前提とした都市構造に、人口減少があいまって、こ
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のような空間に変わってきたわけです。そこで、国は「コンパクト＋ネットワーク」の

政策を打ち出しています。 

ここで、国勢調査（2020年）による通勤・通学時の自家用車利用割合を横軸に、DID

人口密度を縦軸にとったグラフを示します。前橋市は、福井、富山両市と並び、DID人

口密度の少ない都市です。富山市は LRT（次世代型路面電車）を導入し、福井市は福井

鉄道とえちぜん鉄道の相互乗り入れで公共交通を充実させる政策に舵を切りました。前

橋も、高崎や伊勢崎とともに、この課題に真剣に取り組まなければなりません。 

この「コンパクト＋ネットワーク」を実現するために必要な交通政策とは何か。それ

は、都市内における「枝の交通」をしっかりと構築していくことにほかなりません。公

共交通の問題を議論する際、多くの場合、「バス停まで遠い」「駅から遠い」といった交

通不便なエリアのケアに集中しがちです。こうした「葉の交通」の充実は、日常の移動

に「困り感」がある方へのアプローチとして必要ですが、「コンパクト化＋ネットワー

ク」には繋がりません。都市内における利便性の高い公共交通、すなわち「枝の交通」

をどう設計していくかが重要です。 

いま、都市部で問題となっているのは、バス会社やローカル鉄道事業者に任せたまま

では、サービス水準が低下してしまうという現実です。この流れを食い止め、できれば

サービス水準を引き上げて「選ばれる」公共交通に再構築することが、求められている

のです。 

都市内の公共交通軸は、1時間に複数回は運行されていることが望ましく、例えば上

毛電鉄は 30分間隔で運行していますので、これは評価できます。しかし、両毛線は 30

万都市同士を結ぶ大動脈にもかかわらず、上毛電鉄と同じく、1時間に 2往復の運行が

基本です。これだけの流動があり、車の渋滞もひどいことを考えれば、両毛線は 1時間

に 3往復、できれば 4往復（20分に 1本、あるいは 15分に 1本）に運行頻度を高める

検討があっても良いのです。もちろん、資金や車両確保といったハード面の課題はある

でしょう。しかし、これは水戸や宇都宮では難しい、高崎・前橋といった複眼的な都市

構造を持つ群馬だからこそ可能性があるのです。この群馬の主要都市の軸を、鉄道でし

っかりと築き上げることが必要です。両毛線、上毛電鉄、上信電鉄といった既存の資源

を活用する視点が重要です。バスについても、同じ視点が必要です。 

 さて「1時間に複数回運行される」公共交通にどれだけのメリットがあるかと思われ

るかもしれません。これは仙台市のパーソントリップ調査結果で明確に示すことができ

ます。横軸はバスの運行間隔、縦軸はバスの利用密度です。グラフを見ると、大体 20分

間隔ぐらいになってくると、利用密度が一気に上昇する変曲点があることが分かります。

やはり、「1時間に複数回運行される」かが、都市交通の利便性を確保するうえで極めて

重要な要素になるということです。 

このことを具体的な調整を通じて実現したのが、私が 20 年間関わってきた青森県八

戸市の事例です。新幹線が停車する八戸駅から中心市街地までは 6キロほど離れていま
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すが、バラバラにサービスを提供していた 2 つのバス会社を調整し、10 分間隔で運行

するように束ね直しました。その結果、トータルの運行本数は減ったにもかかわらず、

乗車人員は増え、収支も改善したことから、国土交通大臣表彰をいただきました。この

ノウハウは、前橋市内の「本町ライン」にも活かされています。バス事業者同士をライ

バルではなく、連携・共同化させ、高い頻度で走らせることをしっかりと「見せる（わ

かりやすくする）」こと、そして「利便性が高い魅力的なサービスだ」と「魅せる」こ

と。この「2つの『みせ方』改革」を行えば、公共交通を使ってくれる余地はまだまだ

残っているのです。先ほどお話しした八戸の例では、この取り組みによって 9万人もの

利用増がありました。9万人が車で移動して、しかも 1人 1台を使うとなると、自動車

交通量は 9万台となります。これがバスに置き換わると、1日あたり 300台の車を削減

していることになり、非常に大きなインパクトです。車の台数がほんの少し減るだけで、

渋滞は一気に緩和します。公共交通政策を充実させれば、都市の動きは大きく変わる可

能性があるのです。こうした「成功体験」が基になり、八戸市では、バス交通の利便性

が高いエリアを路線図で明確に示し、鉄道の情報も含めた全ての交通情報を「一体的に」

提供するようになりました。こうした取り組みによって、「車以外の選択肢が選べる街

だ」ということを標榜していくわけです。その結果、八戸市内ではバス交通が便利なエ

リア（10～20 分間隔で走るエリア）の世帯数の減少を相当に食い止めることができま

した。周辺のエリアはさらに減少していますから、結果として、これは都市のコンパク

ト化に繋がっていると言えるわけです。 

 だから、公共交通を少し工夫するだけでも、都市構造そのものが変わる可能性があり

ます。八戸市は 22 万人規模でも成果が出ているのですから、100 万人規模の広域都市

圏でできないはずがありません。 

 では、具体的にどのように交通ネットワークを構築していけばよいのでしょうか。中

心都市があり、その周辺に中規模都市、さらに郊外のまちが広がるという構造の中で重

要なのは、“拠点を明確にすること”です。 

 例えば、玉村町の拠点はどこか、藤岡市の拠点はどこか。駅がその役割を果たす場合

もありますが、必ずしも駅がお住まいの皆さんの目的地とは限りません。そうすると、

この広域のネットワークのなかで、どこを拠点にするのかは、もう少し議論があっても

よい。そのなかで、前橋とか高崎、それから伊勢崎もそうかもしれません。一定の人口

の規模がある自治体では、都市内のバス交通の軸をしっかり設定することが必要ですし、

同時に地域鉄道の頻度を確保することも重要になります。あとは、拠点から各地区への

集散的ネットワークには、ライドシェアやオンデマンド交通などの柔軟な手段を組み合

わせることも視野に入れます。広域的な移動機会を保障するためには、幹線となる交通

軸を整備したうえで、多様な移動手段を統合する仕組みが必要ですし、その帰結として、

例えば「〇〇高校に行ける」「〇〇病院に行ける」かどうかをチェックすることも大切

です。 
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 この点をデータに基づき丁寧に議論しているのが栃木県です。私は、栃木県の地域公

共交通協議会の会長を務めております。こちらをご覧いただくと、宇都宮中央高校と書

かれています。この高校に、公共交通や自転車を使って通える範囲がどこなのかという

ことを地図上に落としたものです。この「通える範囲」を増やしていくことが政策の目

標の一つになるわけです。このことが達成できると、保護者の送り迎えを減らすことが

できる可能性があります。群馬でもこういった議論があってもいいわけです。 

 前橋市と周辺地域では、南北方向の交通軸が弱いという課題があると考えています。

私自身、高崎から乗り換えて前橋に通っていますが、前橋駅より先には群馬大学や附属

病院があるわけです。でも、南部のほう

から向かおうとすると、高崎を経由する

ことが王道になるわけです。でも、先ほ

どお話ししたように、この区間の道路は

非常に混む。だからこそ、高崎・前橋間

の両毛線が増便してくれれば、道路交通

への負荷も軽くなると思うわけですが、

相手があることなので、直ちに実現でき

るとは限りません。でも実はこんな工夫

は、できないでしょうか。 

 この南北軸には多くの施設があります。私のいる工科大も、南高校もあり、日赤もあ

り、みなみモールもあり、県立女子大もある。この南北につなぐバス交通のネットワー

クを、しっかり創りたいのです。いま、前橋から玉村を結ぶ永井運輸さんのバス路線が

便数を増やしています。その結果、コロナ前の 1.5倍に利用者が増えています。最近で

は、前橋工科大学から夕方の便は、立席が出て、乗りきれるかどうか微妙という、その

ぐらいまで増えています。若い人が公共交通を選んでくれることが特徴です。 

 また、ローカル鉄道の再生も重要なテーマです。たまたま今日の午後が上毛電鉄の協

議会が開かれるわけですが、上毛電鉄や上信電鉄、わたらせ渓谷鉄道は昨年度、国の支

援を受けて「沿線価値の最大化」を軸にした再構築方針を策定しました。目的変数は、

この地域をいかに魅力あるものにしていくか。そのときに、鉄道として足りない機能は

何か。例えば、いろいろな課題はありますが、鉄道がもっと速く走れるのか。鉄道の「強

み」を発揮させるために必要な追加の投資を行っていく。加えて、各社で人材が足りて

いないというところを、共通して補える仕組みができないか。このようなことを議論し

ているわけです。そして、その第一号を上電でやろうということを今日の協議会で議論

するわけです。ほんとにチャレンジングなことを、この地域でもやり始めています。 

 また、車の利用が多い地域だからこそ、その実態を少し受け止めた公共交通戦略もあ

るのではと考えています。先ほど南北の交通軸についてお話しました。これはフランス

のストラスブールの話ですから、トラム・路面電車が対象となりますが，基幹的な公共
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交通であることに変わりはありません。ヨーロッパでは、この基幹的な公共交通の沿線

まで郊外から来るところでライドシェアを導入したり、あるいは、駐車場を無料にする

のではなく、駐車料金は取るけれど、その代わりに、バスや路面電車の一日乗車券を渡

したりと、そのような発想でやっています。実は、ヨーロッパでも郊外の公共交通は不

便です。でも、なぜ便利そうに見えるのか。先ほどお話しした軸としての公共交通がは

っきりしているからです。そして、その沿線に駐車場をうまく配置することで、そこま

では車の相乗りを促す。車に相乗りしてくれたらお得に公共交通で通勤できるインセン

ティブを持たせることで人びとの行動が変わり、郊外でも車の台数を減らすことができ

る。こうした車を前提とした工夫ということを結構やっているのです。これは、群馬に

も活かせる考え方です。私自身は、これを GunMaaSでチャレンジしてみたいと考えてい

ます。郊外から中心部へ向かう移動を公共交通の軸を強化する施策に加え、車利用を前

提としたライドシェアなども組み合わせて円滑にする。これを GunMaaSでやりたいので

す。そのための基盤整備は、すでに始まっています。 

 さて、この地域（前橋・高崎・伊勢崎・太田・玉村）の人口は、ほぼ 100万人。仙台

市と同規模です。国立社会保障・人口問題研

究所の推計を見る限り、地域密着人口と呼ば

れる年少人口と 65歳以上人口の合計は、2050

年頃まで減少しないことが示されています。

地域密着人口は、日常の行動範囲が自宅の近

場を主体とする方々ですが、この人口は減ら

ないのです。一方で、問題なのは、公共交通

を支える生産年齢人口の減少です。このエリ

アでは、2035年前後から大きく減少します。

ですから、この５年間ほどで、公共交通のリ・デザイン、編み直すことができるのかが

鍵になります。 

 しかし、私が群馬に来てがっかりしている点がこちらのスライドです。前橋に関して

は、群馬県も含めてですが、GunMaaSや鉄道の再構築など、国による財政面さらには制

度面での支援を手厚く受けています。取り組みにも関心を寄せていただいています。と

ころが、それ以外の群馬県の各市町村を見ると、群馬県は「困っていない県」だという

認識が国土交通省のなかにはあると言っても過言ではありません。先ほどお話した地域

交通法に基づく法定計画を作成している市町村数が、割合では全国ワースト２です。ワ

ースト１は山形県です。ワースト２は群馬県です。法定計画の作成は、国土交通省の補

助制度の前提となることが多くあるため、国の支援が受けづらいというのが群馬の現実

です。現段階で計画を策定していない、高崎も、伊勢崎も、玉村も、藤岡も、みんなで

一緒にやれば、もっといろんなことができるはずです。先ほども申し上げましたが、国

土交通省は、公共交通に関して一律で政策制度を縛るということは一切していません。
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この街で、この地域でこういうことをやりたいと計画で提案したところに対して予算を

多く配分するという構造があります。ですから、他力本願では、国は面倒を見てくれな

い。逆に、こういうことをやりたいとこの地域から能動的に発信すれば、東京にも近い

位置にありますから、国は注目してくれるはずです。この点を是非「追い風」に使って

いただき、これからの５年間で、地域交通の再構築を進めることで、この地域がさらに

魅力ある圏域になるということを切に願いたいと思います。 

 時間です。どうもありがとうございました 

（拍手） 

 


